
2021～2022年度

滝川ロータリークラブ

会長　　坂本　和繁

■ 例会日：毎週木曜 PM12:30より

■ 例会場：ホテル三浦華園

■ 住　所：滝川市花月町1-2-26

■ 電　話：(0125)-22-3344

■ ＦＡＸ：(0125)-24-2755

■ メール：info@rotary.gr.jp

■ WebSite：www.rotary.gr.jp

幹事報告
1.春の交通安全街頭啓発の旗の波運動が4

月6日水曜日、午前7時50分から8時10分の

間、北洋銀行滝川支店交差点前で行われ

ます。


2.3月27日日曜日、午後2時より砂川市地

域交流センターゆうに於いて「札幌ジャ

ズアンビシャス」の演奏が行われます。


3.赤平RCより4月の例会プログラムが届いております。


4.3月22日に予定していました未来ビジョン委員会は、会員意識

調査の集計まで延期といたします。


5.3月末までに事業が終了されている委員会は活動報告書の提出

をお願い致します。


6.本日例会終了後、臨時理事会を開催します。

前回のプログラム [ 会員卓話 ]

－ 新入会員卓話 －
【会員増強委員会担当例会】

2021年2月入会の川口会員

と2021年7月入会の芦崎会

員から新入会員卓話を頂き

ました。川口会員からは留

学された際の思い出や眼鏡

士資格、会社の話など、ま

た、芦崎会員からは出身地

であります留辺蘂町の温根

湯温泉まつりの想いでを想

像掻き立てられるようにお

話し頂きました。

＼(^o^)／ニコニコBOX報告（敬称略）

山口惠子・佐々木弘彦・猪巻弘行・篠島弘・鎌仲政光

渡辺浩司・高山訓正・芦﨑利弘・川口裕史

＜小計20,000円・合計815,000円＞

編集／クラブ会報委員会　　発行日：令和4年03月17日

出席報告　　　3月17日
会員数 病欠 免除 出席 欠席 出席率

86名 1名 8名 41名 45名 53%

【 今週の寄付 】（敬称略）
◆米山： 桜井寿紀・清水計至


合計949,000円＜目標金額から+20,380円＞
◆財団： 桜井寿紀・安達晃幸・清水計至・鎌仲政光


合計1,058,570円

第3283回　例会報告　令和4年3月17日（木）
会長挨拶

ロシアのウクライナ侵攻に関して、国際ロータリーが正式表明を出しております。即座の停戦とロシア軍の撤退

要求、救援物資や支援を提供し、ウクライナ地域に平和をもたらすために全力を尽くすことなどを盛り込んでい

ます。声明の中には過去10年、ウクライナ、ロシア、および近隣諸国のロータリークラブは、国の違いを超え

て、親善を推進し、戦争や暴力の被害者への支援を先導する平和構築プロジェクトに積極的に取り組んできまし

たとあります。このような努力が実らず残念であります。


今年の確定申告期間は終わりましたが、今日は今後増えそうな税務調査についてお話 します。2020年から21年

頃にかけて、工イダコインというマイナー、かつ、2020年においては日本の取引所に上場されていない暗号資産

に対する大規模な税務調査が行われていたというお話です。調査は埼玉県、群馬県、新潟県などを対象に、関東

信越国税局が実施し、結果、数十人で総額約14億円の申告漏れ、追徴税額は約6億7千万円にのぼったそうで、当局は手応えを感じたよ

うです。暗号資産で注意しなければならないのは、日本の税法では、ある暗号資産から他の暗号資産への交換も含み益の実現とみなさ

れ課税対象とされますが、これに気付かず、思わぬ申告漏れを指摘される事があるようです。個人の暗号資産による収益は「雑所得」

とされ、節税策もなく、住民税も合わせると最大で約55%の税率が課されることになります。また、分離課税の上場株式などと異なり、

損益通算や損失の繰越控除も認められておらず、こういった不利な税制も税額が膨らむ原因かもしれません。調査が増えそうな理由と

して、まず税務当局の調査能力が強化されているという点です。国内における暗号資産の取引所は、暗号資産交換業者として取引記録

の保存が義務化され、税法上任意だった資料提供について、平成31年度の税制改正において国税庁等の職員の交換業者に対する情報照

会等の権限が強化されています。次に暗号資産の高騰があります。最も有名なビットコインの直近の価格は金融緩和を背景に堅調な値

動きを続け昨年の最高値は約740万円、最近はFOMCの利上発表などで下落し450万円ほどですが、一昨年末は300万円弱であったことを考

えるとかなりの値上がり率となっており、利益を得ている投資家が多いものと推定されます。最後に、投資家の倍増です。2021年に入

ってから暗号資産の取引口座数は400万口座を超えているそうで、最初のブームとなった2017年12月時点と比べ口座数は2倍、価格は3

倍、調査権限も強化ということで、税務当局が重点テーマに選定する可能性が大です。400万口座は全体から見れば少数派と言えるかも

しれませんが、もし投資されている方がいましたら、確定申告の必要があるか、しっかり確認されることをお勧めいたします。申告を

失念しているのであれば、期限後であっても税務署の調査通知を受ける前に自ら申告しておけば無申告加算税は5%で済みます。


